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＜論文の内容の要旨＞ 
本論文は、中国と日本の都市部における土地と住宅の価格決定メカニズムを研究してい
る。研究の主な目的は、中国の都市経済の中で土地使用権価格（以下は土地価格と略す）
と住宅価格がどのように関連しているか、土地価格と住宅価格を決定する要因が何か、ま
た日本の都市圏における土地と住宅の価格はどのように決まるか、さらに日本の土地と住
宅の価格に関する制度の中に中国にとって参考できるものが何か、を明らかにすることで
ある。 
中国はいま計画経済から市場経済へ急ピッチに移行しており、経済が高度成長をしてい
る。その都市部における土地と住宅セクターも市場経済化が進んでいる。より具体的には、
土地については所有権と使用権が分離されて、国有とされる土地の使用権が譲渡され、土
地使用権市場（以下は土地市場と略す）が整備されつつある。こうした中で、多くの土地
使用権の譲渡を行っている地方政府の財政支出がその譲渡による収入に依存する度合いは
増えており、政府による土地市場への関与も大きい。その影響で土地価格が大きく上昇し、
都市部の不動産バブル現象を引き起こしていると指摘される。一方、住宅については政府
による住宅の供給制度が抜本的に改革され、民間企業によって建設される住宅がどんどん
増え、都市部の住宅価格がほとんど市場メカニズムによって決定されるようになる。高度
経済成長による個人所得の増加や都市化の進展につれて、都市部の住宅価格が急速に上昇
し、住民の日常生活水準からみて極めて高い水準に達しており、様々な社会問題をもたら
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している。 
 
こうした背景の下で、中国都市部における土地と住宅の価格決定メカニズムに関する研
究が求められている。しかし、既存の関連研究はこのニーズに十分に応えていないのが現
状である。まず、中国国外の都市経済学者は、市場経済である欧米や日本の土地と住宅市
場について研究を蓄積しているが、移行している中国の都市経済については関心度が低く
優れた研究も少ない。中国都市部の土地と住宅の価格決定に触れる研究は少し存在するも
のの、定性的な分析が多いことと、ミクロ経済学の理論と計量経済学の方法を融合した研
究はほとんど行われていないといっても過言ではない。また、日本の土地と住宅市場に関
しては多くの優れた研究が発表されているが、中国の都市経済を念頭に行われたものはほ
とんどないようで、中国の都市経済にとって直接参考できる研究は限られている。次に、
中国国内の経済学者による土地と住宅の価格決定に関する研究は一定の数があり、様々な
有益な研究成果が発表されている。しかし、ミクロ経済学の理論と計量経済学の方法によ
る研究の試みと蓄積がまだ不十分であるためか、こうした既存研究には、基礎理論の設定
と応用、分析方法の選択と適用、データの加工と処理、結果に関する解釈などにおいて間
違いや不精確さが多く見受けられる。また、これらの既存研究のほとんどは、日本の土地
と住宅の価格決定要因について触れていない。中日両国の都市経済に存在する多くの共通
性から、両国における土地と住宅の価格決定要因に関する比較研究も求められている。 
 
これらの既存研究の成果と問題点を踏まえて、本論文はミクロ経済学の理論を応用し、
中国と日本の都市部における土地と住宅の価格決定に関する理論モデルを構築し、土地価
格と住宅価格との相互依存関係及びそれぞれの決定要因に関する理論的な結論を導出する。
さらに、これらの理論的な結論に対して、中国と日本の都市経済に関する統計データを収
集・加工する上で、時系列分析や連立方程式推計に関する計量経済学の方法を用いて、定
量的な検証を行う。ミクロ経済学の理論と計量経済学の方法を融合して、中日両国の土地
と住宅の価格決定メカニズムに関する理論的かつ実証的な分析を行うことが、本論文の主
な特色である。 
本論文の主な結果は次の通り。まず、中国山東省青島市における土地価格と住宅価格と
の相関性に関する分析から、中国政府が行ってきた土地市場に関する改革政策より土地価
格と住宅価格とが密接に関連するようになり、都市部における市場経済システムが改善さ
れていることが明らかになる。次に、中国 35 主要都市の土地と住宅の価格決定に関する分
析の結果、土地使用権譲渡の際に入札やオークションなどの市場経済の手法がどれだけ用
いられているかと、地方政府の財政支出がどれだけ土地使用権の譲渡による収入に依存し
ているかが土地価格に影響を与えていることが示される。最後に、日本の東京圏と大阪圏
における土地と住宅の価格決定に関する分析により、日本でも土地価格と住宅価格とが互
いに相関していることが明らかになり、中国の土地と住宅に関する市場経済システムは改
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革により日本のそれに近づいていることを示唆する。また、日本の土地価格と住宅価格の
決定において、固定資産税の実効税率が関わっていることも統計的に有意であり、中国の
不動産市場に固定資産税導入の重要性を示す。 
 
本論文は、５章から構成され、各章の主な概要は次の通り。 
第１章 序論 
この章では、中国と日本の都市部における土地と住宅の市場を概観するとともに、関連
する既存の主要研究文献をレビューする上で、本論文の主な研究目的と構成を説明する。 
 
第２章 中国都市部における土地価格と住宅価格との関連性について 
この章では、青島市の不動産市場を事例に、2000-2009 年の土地（使用権）価格指数と
住宅販売価格指数に関する分析を行い、土地価格と住宅価格との関連性を明らかにする。
より具体的には、まずミクロ経済学の理論に基づき、土地と住宅に関する需要と供給を分
析し土地価格関数と住宅価格関数をそれぞれ導出し、両者が互いに依存していることを示
す。次に前述した青島市の時系列データに対して、時系列計量経済学の方法を用いて、デ
ータの定常性、共和分関係及びグランジャー的因果関係に関する検証を行う。 
検証の結果、2000-2004 年については土地価格と住宅価格との間に明確な関連性がなか
ったが、2005-2009 年に関しては両者の間にグランジャー的因果関係があると示される。 
この結果は、中国政府が 2004 年に実施している土地使用権の譲渡方法に関する改革に対
応している。この改革は、政府が土地使用権を譲渡する際に行ってきた協議の方式を禁止
し、入札やオークションなどの市場経済の方式を推進しようとするもの。 
この結果を踏まえて、この章は、2004 年のような土地市場に関する改革が土地価格と住
宅価格との関連性を明確にさせ、中国都市部における市場経済システムを改善していると
解釈する。また、近年中国における住宅価格の高騰も土地価格の上昇と関連していると指
摘する。 
 
第３章 中国都市部における土地と住宅の価格決定について 
この章は、中国の 35 主要都市に関する 2003-2008 年のパネルデータを用いて、土地と住
宅の価格決定要因を分析する。より具体的には、まず都市部における土地市場と住宅市場
に対して、ミクロ経済学の理論に基づき土地と住宅に関する需要関数と供給関数を分析し、
土地価格と住宅価格に関する回帰方程式をそれぞれ導出する。次に、この２つの回帰方程
式を連立させ、計量経済学における連立方程式の推計方法である２段階最小二乗法（２SLS）
及び３段階最小二乗法（３SLS）で前述のパネルデータを用いて回帰方程式を推計し、土地
価格と住宅価格に関する決定要因を検証する。 
こうした検証の結果、まず土地価格と住宅価格が互いに影響を与え合っていることが明
らかになる。これは、第２章の分析結果とも一致するが、中国の都市部において土地価格
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と住宅価格が互いに密接に関連していることを意味する。 
次に、土地価格については住宅価格以外に、土地使用権譲渡の際に入札やオークション
などの市場経済の手法がどれだけ用いられているかを表す指標と、地方政府の財政支出に
土地使用権の譲渡による収入がどれだけ占めているかを表す指標がともに正の影響を与え
ていることが示される。 
これらの結果は、中国の土地価格は市場経済化の進展度合いと、地方政府と土地市場と
の関わりの度合いに依存していることを意味する。特に、後者に関しては、近年地方政府
の財政が過度に土地使用権の譲渡による収入に依存している危うさを示唆している。 
最後に、住宅価格については、土地価格以外に、個人所得や利子率、都市人口などの要
因も計量的に検出され、ミクロ経済学の理論による説明がおおむね妥当であることが示さ
れる。 
 
第４章 日本都市部における土地と住宅の価格決定について 
この章は、中国における土地と住宅の価格決定要因に関する分析を念頭に置き、日本の都
市圏における土地と住宅の価格決定要因について分析する。この章も第３章と同様に、ま
ずミクロ経済学の理論に基づき、土地と住宅に関する需要関数と供給関数を分析し、土地
価格と住宅価格に関する回帰方程式をそれぞれ導出する。次に、これらの回帰方程式に対
して、1990-2009 年の東京圏（1 都３県）と大阪圏（２府４県）における新規マンションの
販売価格と住宅地公示地価などのデータを用いて推計を行う。推計の際には、連立方程式
の推計方法である２段階最小二乗法（２SLS）、３段階最小二乗法（３SLS）及び一般化積
率法（GMM)を適用する。 
計量分析の結果、まず土地価格と住宅価格が互いに影響を与え合っていることが確認され
る。これは、第３章で示される中国に関する計量分析の結果と同じであるので、中国の土
地と住宅に関する市場経済システムは改革により日本のそれに近づいていることを示唆す
る。 
次に、土地価格については、住宅価格以外に、造成費用や農地販売価格及び土地に対する
固定資産税の実効税率も影響を与えていることが示される。また、住宅価格に関しては、
土地価格以外に、個人所得、建設費用、都府県人口及び住宅に関する固定資産税の実効税
率も統計的に有意である。 
 
第５章 結論 
この章では、本論文を構成する各章の概要をまとめるとともに、別々の章で展開した中
国と日本の都市部における土地と住宅の価格決定に関する分析を踏まえて、中日両国の都
市部における不動産市場の構造、土地と住宅の価格決定要因及び関連政策に関する共通点
と相違点を明らかにする。また、本論文から取り残されている研究課題についても指摘す
る。 
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＜論文審査の結果の要旨＞ 
本論文は、中国と日本の都市部における土地と住宅の価格決定メカニズムを対象に、ミ
クロ経済学の理論と計量経済学の方法を応用して、土地と住宅の価格決定に関する理論分
析と実証分析を行い、幾つかの有益な研究結果をまとめている。 
中国はいま計画経済から市場経済へと移行しているが、土地と住宅の価格についても
様々な問題が発生している。これらの問題を分析するために、市場経済システムを研究す
るミクロ経済学の理論と計量経済学の方法の活用は非常に重要である。また、市場経済の
先進国である日本の土地と住宅市場の仕組みと制度も大変参考になる。本論文は、こうし
た理論と方法を活用しながら、中国と日本の土地と住宅の価格決定問題をほぼ同じ研究フ
レームワークの上で分析・比較していることは、これまでの既存の関連研究の中でまだ見
られていないので、新規性のある試みとして高く評価することができる。 
また、本論文からまとめられた主な研究結果も理論的かつ実践的な意義を有していると
評価できる。より具体的には、まず、青島市の土地価格と住宅価格に関する分析から、両
者が近年密接に関連するようになることが明らかにされ、土地市場制度に関する改革より
都市部の市場経済システムが改善されていることが示される。このような結論については、
既存の関連研究の中に部分的に指摘している文献もあるが、そのほとんどが定性的な分析
と推測によるものであった。ミクロ経済学の理論と時系列計量経済学の方法による厳密な
分析を行い、こうした結果をまとめあげたことは、本論文の貢献と言える。 
次に、中国 35 主要都市の土地と住宅の価格決定に関する分析から、土地使用権譲渡の際
に入札やオークションなどの市場経済の手法がどれだけ用いられていることと、地方政府
の財政支出がどれだけ土地使用権の譲渡による収入に依存していることが土地価格に影響
を与えていることが示される。このような分析結果も、ミクロ経済学と計量経済学の理論
と方法を融合して得られたもので、既存の関連研究では行われていないため、十分な新規
性を持っている。 
さらに、日本の東京圏と大阪圏における土地と住宅の価格決定に関する分析より、土地
価格と住宅価格とが互いに影響を与え合っており、両価格の決定に固定資産税の実効税率
が有意に関わっていることが明らかにされる。このような結果は、これまでの既存研究の
中で必ずしも明確にされていないものであり、市場経済化が進む中国の土地と住宅の価格
決定に関する理解と改善にとって興味深いものであり、参考となる価値を含んでいる。 
なお、本論文の第２～４章を構成する論文は、The First Asian Seminar in Regional 
Science（2010 年）、第 24 回と第 25 回の応用地域学会（2010 年と 2011 年）にて報告され、
それぞれ『Conference Proceedings of the First Asian Seminar in Regional Science』（2010
年）と『立命館経済学』（2011 年 11 月号と 2012 年１月号）に掲載されている。 
本論文に関する今後の研究課題は主に次の通り。第一に、中国と日本の都市部における
土地と住宅に関する制度についてより詳細な検討が必要である。特に、中国の土地使用権
譲渡の制度と現状、日本の固定資産税の制度と問題点、中日両国の土地と住宅の価格に関
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するデータの整理と解釈などに関してより精緻な研究が求められる。第二に、日本の固定
資産税による土地と住宅の価格への影響についてより厳密な分析が期待される。日本の固
定資産税に関する制度は全国共通であるが、その実効税率が土地と住宅の価格に有意に影
響を与えていることが示されている。税率と価格との関連性についてより説得力のある解
釈を行うためには、実効税率の内生性問題も考慮する必要と考えられる。第三に、土地と
住宅の価格決定メカニズムに関する分析を動学化する必要である。本論文の分析フレーム
ワークは基本的に静学的なものであり、住宅の資産価値や価格の時間的な変化などについ
てまだ十分説明しきれていないことが残されている。このために、土地と住宅市場に関す
る動学モデルの構築が改善する方法の１つと考えられる。とはいえ、以上の課題は今後本
論文をさらに発展させるために必要なことであり、本論文が博士論文の水準に達している
ことを否定するものではない。 
以上の審査結果より、審査委員会は本論文が博士学位を授与するにふさわしいものであ
るとの結論に達した。 
 
＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 
本論文について 2012 年 6 月 29 日（金）15 時から 17 時まで本学 BKC エポック K308 会議
室にて公聴会及び口頭試問を実施した。まず、公聴会では本論文の著者がスライドとレジ
ュメを使って本論文に関する説明を行った。本論文を構成する各章の主な内容と結論につ
いて要領よく説明し、参加者から論文全体に対する理解が十分得られた。次に、口頭試問
においては３名の審査委員から、日本の固定資産税による土地と住宅の価格への影響とそ
の原因、住宅の資産価値に関する捉え方、今後の研究課題などに関する質疑が行われ、本
論文の著者がこれに対して的確に回答を行った。 
また、審査委員会は本論文著者の研究業績、経歴及び学会での評価により、博士学位の
授与にふさわしい十分な専門知識と学識を有することを確認した。また、本論文は英語で
執筆されており、多くの英語文献を参照・引用し、それらの内容を的確に理解しているこ
とから、著者が研究に必要な英語能力を備えていることが認められる。 
以上によって本論文を本学学位規程第 18 条第１項に基づき、「博士（経済学 立命館大
学）」の学位授与にふさわしいものと認める。 
